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震災による休業特例 (雇用保険・雇用調整助成金)、 

緊急融資等に関する講演会のご案内 
 

拝啓 この度の東北地方太平洋沖地震で被災された皆様、また事業を「休止・廃止」「縮小」

せざるを得ない状況となられた事業主の皆様には、心より御見舞い申し上げます。 
 

総務委員会労務部会では、(社)日本自動車車体工業会、並びに当工業会関東支部との 

共催により、「震災による休業対応に関する講演会」を開催することといたしました。今回の 

地震被害により事業を「休止・廃止」「縮小」せざるを得ない場合については、それぞれ「雇用 

保険失業給付の特例措置」、「雇用調整助成金の支給の特例」、「危機対応融資」等の対策が 

講じられております。 
 

今回の講演会では、第 1 部で、労務管理事務所 新労社代表 社会保険労務士の深石 圭介 様に 

お越し頂き、「特例措置の内容や手続きについての具体例を交えた説明」や「その他の助成金 
制度の紹介」等を行っていただきます。また第2部では日本政策金融公庫のご担当者様から、 

中小・零細企業向けの危機対応融資等についてご説明いただきます。 
 

なお、今回の講演会につきましては、車工会・部工会会員企業の他、その取引先／協力

企業の皆様にもお越しいただき、できるだけ制度を活用いただきたいと考えております。 

ぜひ周知・展開の上、参加ご希望の場合はＪＡＰＩＡホームページにて４月８日（金）までに 

お申し込み下さいますようお願いいたします。また、制度活用に関するご質問等がありまし

たら、併せてご記入願います。 

敬具 
 
 

JAPIA ホームページ http://www.japia.or.jp/ 

 → 「イベント案内」 

 →  2011/3【会員/取引先対象】 

震災による休業特例(雇用保険・雇用調整助成金)、緊急融資等に関する講演会 
 

※ご登録いただいた個人情報は、関連情報のご提供等、車工会・部工会の関連事業において

のみ使用いたします。 
 

 

緊急開催 



 

記 
 

１．日 時：平成２３年４月１８日（月）１３：３０～１６：００〔質疑応答含む〕 

 

２．場 所：大手町サンケイプラザ（東京） ３０３、３０４号室 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-7-2 ／ Tel.:03-3273-2257～9(直通) 

 

 丸ノ内線、半蔵門線、千代田線、東西線、都営三田線「大手町駅」A4・E1出口直結 

 ＪＲ「東京駅」丸の内北口より徒歩 7分 

http://www.s-plaza.com/map/index.html 

 

３．テーマ及び講演者： 
 

第１部（１３：３０～１５：００） 

〔テーマ〕「雇用保険失業給付、雇用調整助成金の特例、助成金について」（仮） 

〔講 師〕労務管理事務所 新労社代表 社会保険労務士 深石 圭介 様 
     http://nlsroumu.com/jk/ 

 

第２部（１５：１５～１６：００） 

〔テーマ〕「中小・零細企業向けの危機対応融資について」（仮） 

〔講 師〕日本政策金融公庫 ご担当者様 （調整中） 
     http://www.jfc.go.jp/ 

 
 

４．参加費：無料。 

 

５．定 員：車工会・部工会会員企業並びに取引先・協力企業 １８０名 

（定員に達し次第締切り） 
 

      ※参加証等は発行いたしませんので、当日は直接会場へお越し下さい。 

      ※受付にて名刺を１枚頂戴いたします。 

 

６．その他：余震や計画停電、交通情勢等の影響により、やむを得ず延期、または中止する 

可能性があります。 延期や中止の際には、ホームページやメールにてご連絡

いたします。あらかじめご了承ください。 

 

      当工業会・中部支部、関西支部でも同様の講演会の開催を予定しています。 

 中部：4月 22 日（金）名古屋栄ビル 12F 〔申込み先〕中部支部 052-971-5230 

 関西：調整中  

 

７．問合先：（社）日本自動車部品工業会 業務部（尾関、小杉、加藤、山本） 

       （TEL）03-3445-4214 （FAX）03-3447-5372 

 



 

 

（参考） 

厚生労働省：平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震関連情報 

>雇用・労働関係 > 企業・法人の方 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000016exl.html 

 

財務省：  平成 23年東北地方太平洋沖地震の被害に係るものについて、 

危機対応融資の対象に追加 

http://www.mof.go.jp/20110311tohoku_jisin/sk230312.htm 

 

日本政策金融公庫： 

平成 23年東北地方太平洋沖地震災害により被災された 

皆さまへの支援態勢について 

http://www.jfc.go.jp/c_news/news_bn/news230318.html 

 

 

 
 

以上 
 


